
令和元年度第５回加西市元気なまちづくり市民会議 次第 

令和元年 11月 20日(水) 14時～ 

加西市役所 5階大会議室 

１ 開 会 

 

２ 会長あいさつ 

 

３ 委員等出席者の紹介 

 

４ 議事 

第６次加西市総合計画・次期加西市地域創生戦略の策定状況について 

 

⑴ 次期総合計画・地域創生戦略の策定における市民等に対する意見募集の取組状況 

⑵ 加西市次期総合計画及び地域創生戦略策定に係るアンケート調査の結果報告（速

報版） 

⑶ SDGsについて 

⑷ 第６次加西市総合計画の基本構想（構成案） 

⑸ 人口動向分析及び将来人口の推計 

⑹ 次期加西市地域創生戦略の基本方向（骨子素案） 

 

５ その他 

 

６ 閉 会 

 

 

 配布資料 

・資料１ 次期総合計画・地域創生戦略の策定における市民等に対する意見募集の

取組状況について 

・資料２ 加西市次期総合計画及び地域創生戦略策定に係るアンケート調査の結果

報告（速報版） 

・資料３ SDGsについて 

・資料４ 第６次加西市総合計画 基本構想（構成案） 

・資料５ 人口動向分析及び将来人口の推計 

・資料６ 次期加西市地域創生戦略の基本方向（骨子素案） 

・参考資料 

 

【次回開催予定】 

第６回 令和２年２月１９日（水）１４：００～ ※場所未定 

 



令和元年度 第５回加西市元気なまちづくり市民会議 出席者名簿 
（五十音順） 

氏 名 団体名等 役 職 備 考 
石  芳博 加西市区長会 富田地区代表区長  
上田尾 真 神戸新聞社 北播総局長  
織部 明政 加西市連合ＰＴＡ 副会長  
久米澤 稔 連合兵庫北播地域協議会 副議長  
杉本 建人 加西商工会議所 専務理事  
杉山 武志 兵庫県立大学環境人間学部 准教授  
高見 千里 女性農業者 代表 （欠席） 
谷勝 公代 加西市連合婦人会 会長  
辻田 聡信 加西市地域おこし協力隊 隊員 （欠席） 
仁科 崇良 北条金融協会 会長  
松岡 勝己 加西市老人クラブ連合会 会長  
宮本 真見子 加西市立幼児園・こども園PTA連絡協議会 会長   

■事務局 

氏 名 所属・役職名 

千石  剛 ふるさと創造部長 

藤後  靖 ふるさと創造部人口増政策課長 

後藤 伸嘉 ふるさと創造部人口増政策課係長 

岩野 裕之 ふるさと創造部人口増政策課主任 

大西 弘晃 ふるさと創造部人口増政策課主事 

小山  映 ふるさと創造部人口増政策課まちづくり専門員  



 

次期総合計画・地域創生戦略の策定における市民等に対する意見募集の取組状況について 
市民提言 

 
市民の皆さんの斬新で深い洞察力にあふれた将来ビジョン（ 市民提言）を募集し
ます。 
募集期間 令和元年８月 1日 木）～9月 30 日 月） 
募集方法 所定の応募用紙を郵送、持参、FAX、メールのいずれかで提出 
対 象 加西市民及び加西市に関心がある人 
現在の状況 4 名より提出あり 

 

市民アンケート 
・中高生アンケート 

 
総合計画等の進捗状況や、市民意識の変化などを把握するとともに、市の取組み
を評価し、未来につなげていくための郵送アンケートを実施します。 
◆市民アンケート 
実施時期 令和元年 9月発送 
対 象 者 18 歳以上の加西市民 4,000 名 ※無作為抽出 
現在の状況 1,503 件回収済 37.5％） 

◆中高生アンケート 
実施時期 令和元年 10 月実施 
対 象 者 市内の学校に通う中学３年生及び高校 2年生 
現在の状況 601 件回収済 

 

市民ワークショップ 
（ワールドカフェ） 

 
カフェのようなリラックスした雰囲気の中、少人数に分けたグループで、自由に話し
合いを行うことにより、新しいアイデアを生み出す対話イベントです。 
開催日時 令和元年 8月 31 日 土）10:00～12:00 
開催場所 地域交流センター（交流プラザ アスティアかさい 3階） 
参加人数 73 名 うち市職員 17 名） 

 

市民ワークショップ 
（グループ会議） 

 

将来のまちづくりについて、日ごろ感じていることなどを市民の視点から自由に
話し合い、提言としてまとめていただきます。 
開催日程 令和元年 9月～令和 2年 1月 全 4日間） 

・第 1回：令和元年 9月 26 日 木）開催 34 名参加 
・第 2回：令和元年 10 月 26 日 土）開催 23 名参加 
・第 3回：令和元年 11 月 27 日 水）開催予定 
・第 4回：令和２年１月 23 日 木）開催予定 

登録者数 47 名 うち総合計画等策定グループ 15 名） 
検討テーマ 10 テーマ 

①子育て・教育 ②生涯学習(文化・スポーツ) ③健康・福祉 
④医療 ⑤農業・商工業 ⑥防災・防犯 ⑦環境 
⑧都市整備・公共交通 ⑨市民参画・地域づくり ⑩観光 

 

グループインタビュー 
 

市とかかわりの深い関係団体等の方々から、まちづくりの方向性に関するご意見
を伺い計画に幅広く反映させるため、ヒアリングを行います。 
実施時期 令和元年 11・12 月予定 
対象団体 加西市内で活動する団体・企業等 15 団体程度 
現在の状況 ヒアリング先・日程等調整中 

  
資料１ 
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加西市次期総合計画及び地域創生戦略策定に係る 

アンケート調査 結果報告書（速報版） 

 

 

１．調査の実施概要 

（１）調査の目的 

本調査は、加西市における次期総合計画及び地域創生戦略の策定にあたり、加西市に

関わりのある方より、加西市のまちづくりに関する現状や課題、将来の意向等を把握し、

計画策定のための基礎資料として活用することを目的に実施した。 

 

 

（２）調査の内容と回収状況 

調査種類 市民アンケート 中高生アンケート 

調査対象 市内在住の 18 歳以上の男女 

・市内中学３年生 

・北条高等学校及び 

播磨農業高等学校の２年生 

調査期間 令和元年９月～10月 

調査方法 郵送による配布・回収 学校を介した直接配布・回収 

配布数 4,000 件 - 

有効回収数 1,503 件 

・中学生：345 件 

・高校生：256 件 

有効回収率 37.6％ - 

 

  

資料２ 



1113 時点 

2 

 

２．市民アンケートの結果概要 

（１）回答者の属性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）調査結果概の抜粋 

①将来の居住意向について（単数回答） 

30 歳代以上では「これからもずっと住み続けたい」が４割以上となっているが、20歳

代以下では１～２割程度まで低下している。また、20歳未満で特に転出意向が高くなっ

ているが、20歳代以降では段々と低くなっている。 

 

 

 

  

51.4

14.1

23.3

46.4

53.2

50.0

62.9

70.8

4.2

25.9

14.3

5.6

1.5

1.0

1.1

0.4

4.0

2.4

6.0

4.6

4.9

2.7

4.5

3.1

27.7

31.8

39.1

30.1

27.1

34.9

21.9

18.6

11.9

25.9

16.5

13.3

13.3

11.0

9.6

7.1

0.9

0.0

0.8

0.0

0.0

0.3

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（N=1,503）

20歳未満

（N=85）

20～29歳

（N=133）

30～39歳

（N=196）

40～49歳

（N=203）

50～59歳

（N=292）

60～69歳

（N=356）

70歳以上

（N=226）

これからもずっと住み続けたい

市外に転出するかもしれないが、いずれは戻ってきたい

加西市にはいたいが、市内の他の場所に移りたい

どちらともいえない

市外に転出したい

不明・無回答

年齢（N=1,503） 

性別（N=1,503） 

居住年数（N=1,503） 

20歳未満

5.7%
20～29歳

8.8%

30～39歳

13.0%

40～49歳

13.5%50～59歳

19.4%

60～69歳

23.7%

70歳以上

15.0%

不明・無回答

0.8%

男

41.0%

女

57.1%

左記に該当しない

0.1%

不明・無回答

1.8%

１年未満

1.7%

１年以上５年未満

3.6%

５年以上10年

未満 4.3%

10年以上

20年未満

13.1%

20年以上

30年未満

13.6%

30年以上

62.8%

不明・無回答

0.9%
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②加西市のまちづくりにおける重要度と満足度について（単数回答） 

まちづくりに関する重要度と満足度の結果をみると、『重要度が高く、満足度が低い』

項目（下記グラフの左上のエリア）として、公共交通や医療、社会保障の充実、若者や女

性の雇用、都市環境の向上が挙げられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
※上のグラフは、調査結果を得点化し、平均値をとって整理した結果を表しています。左上のエリアには今

後優先的な対応が求められる項目、右上のエリアにはさらなる拡充が求められる項目、左下のエリアに

は周知啓発が求められる項目、右下のエリアには継続的な実施が求められる項目が含まれている。 生涯学習の推進

人権教育の推進

学校教育の充実

青少年の健全育成

生涯スポーツの振興

芸術・文化の振興

国際交流の推進

文化財保存の推進

健康づくり、生活習慣病

予防の推進

病院施設、医療の充実

高齢者福祉、

介護の充実

児童福祉、子育て

支援の充実

障がい者福祉の充実

年金、保険など

社会保障の充実
災害対策の推進

消防、救急体制の充実

防犯活動、交通安全

対策の充実

消費者相談の充実

自然環境保全
公害対策

地球温暖化対策の推進

景観と調和したクリーンエ

ネルギーの導入

ごみの減量、資源リサイク

ルの推進

農林業の振興

工業の振興商業の振興

サービス業の振興

観光産業の充実

雇用対策の充実

中心市街地など都市の魅

力づくり

優良な住宅地の整備

安心して利用できる

上下水道の整備

北条旧市街地のまちなみ

景観の保全

公園の有効活用

道路の改修

バスや鉄道などの公共交

通の充実

Wi-Fiなど通信環境の整備

空き家や

空き店舗等の対策

市民参画の推進

男女共同参画社会づくりの

推進

地域コミュニティの活性化

市民・企業との連携による

まちづくり

健全で効率的な行財政運

営の推進

子育て等の環境づくり

教育の質の向上

若者・女性の雇用・就業の

確保

特徴ある地域素材を活用し

た交流の拡大

地域に根ざした仕事の創出

快適なまちづくりの推進

暮らしの質の向上

防災対策の推進

シティプロモーションの推進

行政運営の効率化と広域

連携の推進

3.40

3.60

3.80

4.00

4.20

4.40

4.60

2.00 2.20 2.40 2.60 2.80 3.00 3.20 3.40 3.60

ま
ち
づ
く
り
に
お
け
る
重
要
度
（
平
均
値
：4

.0
4

） 

まちづくりにおける満足度（平均値：2.90） 

重要度：高 満足度：低 重要度：高 満足度：高 

重要度：低 満足度：低 重要度：低 満足度：高 
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３．中高生アンケートの結果概要 

（１）回答者の属性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

北条中学校

41.4%

善防中学校

15.1%

加西中学校

22.9%

泉中学校

20.6%

中学生（N=345）

北条高等学校

59.4%

播磨農業高校

40.6%

高校生（N=256）

■通っている学校 

■性別 

男

55.7%

女

44.1%

不明・無回答

0.3%

中学生（N=345）

男

47.3%
女

52.7%

不明・無回答

0.0%

高校生（N=256）

■居住場所（市内・市外） 

市内

99.7%

市外

0.0%

不明・無回答

0.3%
中学生（N=345）

市内

68.3%

市外

29.7%

不明・無回答

2.0%
高校生（N=256）
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（２）調査結果の抜粋 

①加西市への愛着について（単数回答） 

中学生・高校生ともに『好きである』（「好き」と「どちらかというと、好き」の合算）

が７割以上となっている。性別でみると、女性の方が『好きである』の割合が若干高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②将来の居住意向について（単数回答） 

中学生では『住み続けたい』（「住みたい」と「一度は市外に出ても、いずれは加西市に

戻って住みたい」の合算）が男女ともに約４割であるのに対して、高校生では男性で約

２割、女性で約３割まで低下している。 

 

 

 

 

  

32.3

32.9

13.5

25.0

44.8

53.9

36.5

47.4

15.1

11.2

8.9

11.8

7.3

2.0

4.2

3.3

0.5

0.0

0.0

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中学生・男性

（N=192）

中学生・女性

（N=152）

高校生・男性

（N=121）

高校生・女性

（N=135）

好き どちらかというと、好き

どちらかというと、好きではない 好きではない

不明・無回答

12.0

13.8

11.6

8.9

31.3

32.9

11.6

24.4

20.8

14.5

37.2

26.7

35.9

38.8

39.7

40.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中学生・男性

（N=192）

中学生・女性

（N=152）

高校生・男性

（N=121）

高校生・女性

（N=135）

住みたい

一度は市外に出ても、いずれは加西市に戻って住みたい

住みたくない

わからない

不明・無回答



1113 時点 

6 

 

②住み続けたい理由・住み続けたくない理由について（複数回答） 

住み続けたい理由については、中学生・高校生ともに「加西市に住み慣れているから」

が最も高い。また、中学生の場合は「家族がいるから」も高くなっている。 

一方で、住み続けたくない理由については、中学生では「都会での生活に興味がある

から」、高校生では「学校や会社に行くのに交通が不便だから」が最も高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③加西市が今後注力すべきことについて（複数回答） 

中学生・高校生ともに「お店を増やしたり、もっとにぎわいのあるまちにする」が高く

なっている。また、高校生の場合、「バスなどの公共交通を充実する（便利にする）」が最

も高くなっている。一方で、中学生では「自然を守る」の回答が高校生と比べて高くな

っている。 

 

 

 

7.1

5.8

11.0

31.2

59.1

18.2

15.6

59.1

13.0

12.3

1.9

0.6

6.8

11.0

5.5

30.1

39.7

9.6

17.8

58.9

6.8

9.6

2.7

1.4

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

行きたい学校や会社があるから

買い物や外食したり

するのが便利だから

スポーツをしたり、

遊んだりする場所が多いから

山・川などの自然が

いっぱいあるから

家族がいるから

加西市に離れたくない

友人・知人がいるから

都会での生活が嫌だから

加西市に住み慣れているから

加西市が好きだから

毎年参加したい祭りや

イベントがあるから

その他

不明・無回答

中学生（N=154）

高校生（N=73）

36.5

34.9

38.1

47.6

30.2

12.7

23.8

20.6

6.3

11.1

0.0

38.3

45.7

33.3

30.9

12.3

6.2

13.6

48.1

4.9

9.9

1.2

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

行きたい学校や会社がないから

買い物や外食したり

するのが不便だから

スポーツをしたり、

遊んだりする場所が少ないから

都会での生活に興味があるから

街に活気やにぎわいがないから

近所づきあいが面倒だから

田舎での生活が嫌だから

学校や会社に行くのに

交通が不便だから

加西市があまり

好きではないから

その他

不明・無回答

中学生（N=63）

高校生（N=81）

29.9

35.9

12.5

55.7

20.3

13.0

29.3

3.5

14.5

18.0

19.7

2.0

28.5

59.8

12.1

52.3

13.3

12.5

21.5

6.3

9.4

6.3

10.2

3.1

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

病院など、医療や福祉施設の充実

バスなどの公共交通を充実する（便利にする）

産業をさかんにしたり、働く場を増やす

お店を増やしたり、もっとにぎわいのあるまちにする

もっと観光客が訪れるようにする

子どもを育てやすいまちづくりを進める

自然を守る

農林業者の支援をおこなう

子どもの教育に力を入れる

文化芸術やスポーツをもっと楽しめるようにする

公園や広場などを整備する

その他

中学生（N=345）

高校生（N=256）



S D G s
エス・ディ・ジーズ

「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」 
SDGs は 2015 年 9 月の国連サミットで採択されたもので、国連加盟 193 か国が 2016 年から 2030 年の 15 年間

で達成するために掲げた国際目標です。 
持続可能な世界を実現するための 17 のゴール・169 のターゲットから構成され、地球上の誰一人として取り残さ

ないことを誓っています。SDGs は発展途上国のみならず、先進国自身が取り組むユニバーサル（普遍的）なもので

あり、日本としても積極的に取り組んでいます。 
（５つの特徴）①普遍性…先進国を含め、全ての国が行動 

②包摂性…人間の安全保障の理念を反映し「誰一人取り残さない」 
③参画型…全てのステークホルダーが役割を 
④統合性…社会・経済・環境に統合的に取り組む 
⑤透明性…定期的にフォローアップ 

（持続可能な世界を実現するための 17のゴール） 
目標 1 貧困 目標 2 飢餓 目標 3 保健 

 あらゆる場所あらゆる

形態の貧困を終わらせ

る。  飢餓を終わらせ、食料安

全保障及び栄養の改善

を実現し、持続可能な農

業を促進する。  あらゆる年齢のすべて

の人々の健康的な生活

を確保し、福祉を促進す

る。 
目標 4 教育 目標５ ジェンダー 目標 6 水・衛生 

 すべての人に包摂的か

つ公正な質の高い教育

を確保し、生涯学習の

機会を促進する。  ジェンダー平等を達成

し、すべての女性及び女

児の能力強化を行なう。  すべての人々の水と衛

生の利用可能性と持続

可能な管理を確保する。 
目標 7 エネルギー 目標 8 経済成長と雇用 目標 9 インフラ、産業化、イノベーション 

 すべての人々の、安価か

つ信頼できる持続可能な

近代的なエネルギーへの

アクセスを確保する。  包摂的かつ持続可能な経

済成長及びすべての人々

の完全かつ生産的な雇用

と働きがいのある人間らし

い雇用を促進する  強靭なインフラ構築、包

摂的かつ持続可能な産

業化の促進及びイノベ

ーションの推進を図る。 
目標 10 不平等 目標 11 持続可能な都市 目標 12 持続可能な消費と生産 

 国内及び各国家間の不

平等を是正する。  包摂的で安全かつ強靭で

持続可能な都市及び人間

居住を実現する。  持続可能な消費生産形

態を確保する。 
目標 13 気候変動 目標 14 海洋資源 目標 15 陸上資源 

 気候変動及びその影響

を軽減するための緊急

対策を講じる。  持続可能な開発のため

に、海洋・海洋資源を保

全し、持続可能な形で利

用する。  陸域生態系の保護、回
復、持続可能な利用の推
進、持続可能な森林の経
営、砂漠化への対処なら
びに土地の劣化の阻止・
回復及び生物多様性の
損失を阻止する。 

目標 16 平和 目標 17 実施手段 
  

持続可能な開発のため
の平和で包摂的な社会
を促進し、すべての
人々に司法へのアクセ
スを提供し、あらゆる
レベルにおいて効果的
で説明責任のある包摂
的な制度を構築する。 

 
持続可能な開発のため

の実施手段を強化し、グ

ローバル・パートナーシ

ップを活性化する。 
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1114 時点案 

第６次加西市総合計画 基本構想（構成案） 

 

第１章 序論 
第１節 計画の策定にあたって 

計画策定の趣旨や加西市における総合計画の位置づけ、計画策定の体制などについて記載し

ます。 

第２節 加西市の概要と社会の動き 

加西市の地理・歴史的条件や、現在の全国的・国際的な動向とそれに対する加西市の現状を

示します。 

第３節 第５次加西市総合計画の評価と検証 

庁内検証や「加西市元気なまちづくり市民会議」における評価結果を踏まえ、第５次総合計

画の成果と課題を整理します。 

第４節 市民からみる加西市の姿 

アンケート調査結果や「かさい未来カフェ」、ワークショップ実施結果を掲載し、市民のまち

づくりに対する想いを整理します。 

 

第２章 基本構想 
第１節 加西市の将来都市像 

基本理念や目指す加西市の 2030 年の姿を示します。 

第２節 17 の目指す目標 

「持続可能な開発目標（SDGs）」として、加西市が実現を目指す 17の目標を示します。 

第３節 将来人口 

次期地域創生戦略の人口ビジョンを踏まえた、今後 10年の人口目標を示します。 

第４節 土地利用の基本的方向 

都市計画マスタープランに基づき、計画期間中の土地利用の方針を示します。 

第５節 施策の体系 

将来像と 17の目標を実現するための、具体的施策の体系を示します。 

第６節 評価・検証 

進捗の確認と取り組みの改善を行うための評価・検証の方法を示します。 

資料４ 
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第６次加西市総合計画の全体イメージ（基本構想段階） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６次総合計画において実現を目指す目標 

実現のための具体策 

第１節 加西市の将来都市像 

（仮） ミライつなげる 協創のまち かさい 

～地域の絆、出会い、想いで未来を拓く～ 

第２節 17 の目指す目標 

SDGs における 17の目標を実現するための、加西市における将来の目標を掲載 

第３節 将来人口 

加西市が持続可能都市となるために、目指すべき将来の人口規模を掲載 

第４節 土地利用の基本的方向 

各拠点に機能を集積した集約型都市の実現 

第５節 施策の体系 

将来都市像や 17の目標を整理し、まちづくりの分野を総合的に掲載 

基
本
構
想

 

具体化 

施策の体系をより細分化・具体化し、行政をはじめ、公的機関や事業所、地域団体、そして

市民が進めていく取り組みについて、まちづくりの分野ごとに掲載 

基本方針１ 

子育てを応援し、

暮らしを愉しむ 

基本方針４ 

共に活躍しまちの

魅力を高める 

基本方針３ 

安全で安心な 

社会をつくる 

基本方針２ 

活力とにぎわいの

あるまちを育む 

第６節 評価・検証 

実効性のある計画とするため、定期的な進捗管理と評価検証を実施 

基
本
計
画

 

基本方針（例） 



 

 

   
次期加西市地域創生戦略策定に係る 

人口動向分析及び将来人口の推計について 
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１．人口動向の分析 
（１）人口の推移と状況 
①総人口と将来推計 
○総人口については、住民基本台帳人口における 1986（昭和 61）年の 53,056 人をピークとし

て減少傾向が続いています。現状の出生率や社会減が継続する場合、今後もこの傾向が続くこ

とが予想されます。 

○1986年に対する 2060年の人口の割合については、約 44％となる見込みとなっています。 

○直近５年の総人口の推移については、2019年時点で高齢化率が 32.7％となっており、今後も

この傾向が続くことが予想されます。 

 

■加西市の総人口の推移と国の将来推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（1985～2015年）、国の「まち・ひと・しごと創生本部」による推計（社人研推計準拠）（2020年以降）  

 

■直近５年間の総人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年９月末時点） 
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②年齢３区分別の人口の推移 
○0-14歳人口は昭和 55年より一貫して減少傾向となっています。 

⇒総人口に占める割合は昭和 60 年から平成 12 年までは県及び全国よりも高くなっていたが、近年は県及び全国

よりも低い値となっている 

○15-64 歳人口は平成２年まで増加傾向にあったものの、それ以降は減少傾向に転じています。 

⇒総人口に占める割合も一貫して県及び全国より低くなっている 

○65歳以上人口は昭和 55年より一貫して増加傾向となっています。 

⇒総人口に占める割合も一貫して県及び全国より高くなっている 

 

■総人口と年齢３区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

■年齢３区分別人口割合の推移（兵庫県及び全国との比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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③人口ピラミッド 
○加西市の人口構造を年齢別でみると、平成 27年時点では「65-69歳」が最も多くなっていま

す。年齢が下がるにつれて人口は少なくなっていますが、団塊ジュニア世代にあたる「40-44

歳」やその子世代と思われる「15-19歳」において小さなピークが見られます。 

○平成 27 年時点の人口構造を平成 17 年時点と比較すると、底部がより細い形の人口ピラミッ

ドに変化していることから、30歳代以下の若年層の減少が進行していることがうかがえます。 

 

■総人口で見る人口ピラミッドの経年比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■男女別人口ピラミッド（平成 17年） 
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■男女別人口ピラミッド（平成 27年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

④家族類型別の世帯数の推移 
○家族類型別の世帯数については、「単身世帯」と「夫婦のみ世帯」が増加傾向、「夫婦と子から

成る世帯」は減少傾向、「ひとり親と子から成る世帯」はほぼ横ばいで推移しています。 

 

■家族類型別でみる世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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⑤社人研による今回推計と前回推計の比較 
○社人研推計（2018）と社人研推計（2013）の総人口を比較すると、約 2,000人減少しており、

５年間で人口減少が想定以上に進行していることがわかります。 

○年齢別の人口推計をみると、15歳未満及び 65歳以上人口に大きな差はみられない一方で、15-

64歳人口が大きく減少しています。 

○2010年から 2015年の５年間で、出生や高齢化の動向は大きく変化がない一方で、生産年齢人

口の大幅な流出が進行していることが推計結果の変化の要因として想定されます。 

 

■総人口の比較     ■15歳未満人口の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■15-64歳人口の比較     ■65歳以上人口の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「まち・ひと・しごと創生本部」による推計（社人研推計準拠） 
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⑥男女別でみる社人研推計の比較分析 
○15-64歳人口を男女別で比較すると、男性では 90～95％程度まで減少している一方、女性では

８割程度まで減少しており、５年間での女性の人口減少が男性と比べて急速に進行した結果が

反映されていると考えられます。 

〇2013年推計と 2018年推計の 75歳以上人口を男女別で比較すると、女性では大きく変化して

いない一方で、男性では 2030 年以降の人口が 2013 年推計より多くなっています。高齢期の

死亡率の低下が要因として考えられ、今後は後期高齢者の増加による介護費用の増大が懸念さ

れます。 

 

■15-64歳人口の比較（男性）   ■15-64歳人口の比較（女性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■75歳人口の比較（男性）   ■75歳人口の比較（女性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「まち・ひと・しごと創生本部」による推計（社人研推計準拠） 
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（２）人口動態の推移 
①自然動態及び社会動態の推移 
○自然動態（出生・死亡の動態）については、平成 14年度までは出生数が上回っていたものの、

平成 15年度以降は死亡数が上回っており、自然減が続いています。 

○社会動態（転入・転出の動態）については、平成５年度に転入超過に転じたものの、平成６年

度から平成 29 年度にかけては一貫して転出数が転入数を上回る転出超過となっています。近

年は転入数が増加傾向にあり、平成 30年度には転入超過に転じています。 

 

■出生・死亡・転入・転出の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：加西市統計書（各年度末時点） 

 

  

52,034 51,523 50,827 49,918 48,980 47,733 46,672 45,695 44,825 44,302

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

0

400

800

1,200

1,600

2,000

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

住基人口 出生数 死亡数 転入数 転出数

人口動態（人） 総人口（人）

単位：人

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

出生数 477 465 418 451 361 419 361 337 371 293

死亡数 454 441 416 422 438 488 491 498 457 532

超過数 23 24 2 29 ▲ 77 ▲ 69 ▲ 130 ▲ 161 ▲ 86 ▲ 239

転入数 1,565 1,286 1,179 1,145 1,219 1,139 1,210 995 1,026 1,019

転出数 1,964 1,600 1,519 1,473 1,511 1,510 1,437 1,428 1,313 1,357

超過数 ▲ 399 ▲ 314 ▲ 340 ▲ 328 ▲ 292 ▲ 371 ▲ 227 ▲ 433 ▲ 287 ▲ 338

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

出生数 321 281 287 290 314 287 270 302 253 250

死亡数 472 538 541 513 563 555 535 555 533 509

超過数 ▲ 151 ▲ 257 ▲ 254 ▲ 223 ▲ 249 ▲ 268 ▲ 265 ▲ 253 ▲ 280 ▲ 259

転入数 938 938 974 1,041 1,164 1,143 1,187 1,307 1,317 1,449

転出数 1,321 1,298 1,253 1,364 1,446 1,321 1,446 1,400 1,338 1,412

超過数 ▲ 383 ▲ 360 ▲ 279 ▲ 323 ▲ 282 ▲ 178 ▲ 259 ▲ 93 ▲ 21 37
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②合計特殊出生率の推移 
○合計特殊出生率については、平成 16 年より減少傾向が始まり、増減を繰り返しつつ 1.3 以下

で推移しています。平成 28 年に 1.42 まで回復しているものの、平成 29 年時点では再び 1.3

以下まで減少しています。 

○合計特殊出生率の推移を近隣市と比較すると、平成 12 年以降、加西市が最も低くなっていま

す。 

 

■合計特殊出生率の推移（兵庫県及び全国との比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：加西市統計書 

 

■合計特殊出生率の推移（近隣市との比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：兵庫県ホームページ 

 

 

  

昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

加西市 2.02 1.88 1.65 1.47 1.37 1.23 1.46

加東市 2.04 1.66 1.63 1.69 1.56 1.52 1.68

小野市 1.83 1.61 1.51 1.63 1.44 1.48 1.63

西脇市 1.85 1.75 1.63 1.64 1.43 1.73 1.68

2.02

1.88

1.65

1.47

1.37

1.23

1.46

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

2.2

昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

加西市 2.02 1.88 1.65 1.47 1.37 1.21 1.35 1.42 1.29 1.28

兵庫県 1.75 1.53 1.41 1.38 1.25 1.41 1.48 1.49 1.47

全国 1.76 1.54 1.42 1.36 1.26 1.39 1.45 1.44 1.43

2.02

1.88

1.65

1.47

1.37

1.21
1.35

1.42

1.29

1.28

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

2.2

【兵庫県公表の合計特殊出生率について】 
兵庫県がホームページ上で公表している市町村別合計特殊出生率は、国勢調査及び人口動態統計調査結果に基

づき算出されています。算出の母数となる 15-49歳女性人口は、平成 7年までは外国人を含み、平成 12年は日

本人人口のみ、平成 17年以降は年齢不詳・国籍不詳が含まれた値となっています。 
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③性別・年齢別有配偶率の状況 
○男性の年齢別有配偶率をみると、平成 22年から平成 27年にかけて、20～30歳代前半の有配

偶率が若干改善されています。一方で、30歳代後半以降の有配偶率は減少しています。 

○女性の年齢別有配偶率をみると、平成 22年から平成 27年にかけて、20歳代の有配偶率が若

干改善されています。一方で、30歳代以降の有配偶率は減少しています。 

 

■男性の年齢別有配偶率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■女性の年齢別有配偶率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

15-19歳 20-24歳 25-29歳 30-34歳 35-39歳 40-44歳 45-49歳

平成27年 0.0 6.2 23.8 44.7 54.6 62.3 69.3

平成22年 0.2 5.3 21.5 42.5 56.9 66.9 73.7

平成17年 0.5 6.9 25.8 50.0 66.0 74.9 81.2

0.0

6.2

23.8

44.7
54.6

62.3

69.3

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

（％）

15-19歳 20-24歳 25-29歳 30-34歳 35-39歳 40-44歳 45-49歳

平成27年 0.4 9.6 33.1 56.6 68.7 74.5 78.6

平成22年 0.4 9.1 30.8 60.4 73.0 78.5 83.5

平成17年 0.6 10.2 39.3 67.8 78.9 86.6 88.9

0.4

9.6

33.1

56.6

68.7
74.5

78.6

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

（％）
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④近隣市との女性の有配偶率の比較 
○平成 27年における女性の年齢別有配偶率を近隣市と比較すると、20歳代後半から 30歳代後

半までの有配偶率が近隣市の中で最も低くなっています。 

 

■近隣市との女性の年齢別有配偶率の比較（平成 27年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

  

15-19歳 20-24歳 25-29歳 30-34歳 35-39歳 40-44歳 45-49歳

加西市 0.4 9.6 33.1 56.6 68.7 74.5 78.6

加東市 0.6 8.9 39.2 66.2 70.9 76.3 76.8

小野市 0.6 10.1 40.3 61.1 72.2 76.4 75.7

西脇市 0.7 12.9 38.1 63.8 70.3 71.9 77.6

0.4

9.6

33.1

56.6

68.7
74.5

78.6

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

（％）



11 

 

⑤男女別年齢別純移動数 
○年齢別純移動数を男女別でみると、すべての時系列において「15～19歳→20～24歳」の減少

超過が顕著となっています。 

○平成 22 年→平成 27 年の純移動数については、ほとんどすべての年齢層で転出超過となって

います。 

○各時系列について、年齢層別の純移動数を比較すると、近年は「20歳～24歳→25～29歳」や

「25歳～29歳→30歳～34歳」において転入超過から転出超過への転換傾向が顕著となって

います。 
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資料：国勢調査及び都道府県別生命表に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 
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⑥転入元、転出先の状況 
○主な転入元、転出先をみると、転入・転出ともに姫路市が最も多くなっています。隣接市町に

対しては転出超過が続いており、とくに小野市や加東市への転出超過が多くなっています。 

 

■転入元、転出先の状況（平成 26年度から平成 30年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■転入元、転出先の状況（平成 30年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：加西市住民基本台帳（各年度末時点、外国人含む） 

加西市 
転入者数：6,292人 

（うち県内：3,151人） 

転出者数：6,830人 

（うち県内：3,717人） 

福崎町 
転入：109人 

転出：96人 

姫路市 
転入：647人 

転出：719人 

加古川市 
転入：313人 

転出：419人 

神戸市 
転入：370人 

転出：584人 

大阪府 
転入：721人 

転出：636人 

東京圏 
転入：309人 

転出：454人 

小野市 
転入：281人 

転出：311人 

加東市 
転入：331人 

転出：383人 

西脇市 
転入：134人 

転出：119人 

加西市 
転入者数：1,422人 

（うち県内：608人） 

転出者数：1,396人 

（うち県内：704人） 

福崎町 
転入：18人 

転出：21人 

姫路市 
転入：141人 

転出：131人 

加古川市 
転入：33人 

転出：86人 

神戸市 
転入：86人 

転出：111人 

大阪府 
転入：157人 

転出：138人 

東京圏 
転入：87人 

転出：96人 

小野市 
転入：44人 

転出：43人 

加東市 
転入：51人 

転出：65人 

西脇市 
転入：29人 

転出：36人 
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■直近５年の転入出の内訳 

 

単位：人  

転入 平成 26年 平成 27年 平成 28年 平成 29年 平成 30年 

兵庫県内 608 602 656 677 608 

 神戸市 57 55 79 93 86 

姫路市 144 116 113 133 141 

加古川市 53 77 76 74 33 

小野市 47 61 53 76 44 

加東市 65 74 76 65 51 

西脇市 32 24 24 25 29 

福崎町 26 18 19 28 18 

その他 184 177 216 183 206 

大阪府 128 141 144 151 157 

東京圏 55 54 58 55 87 

その他 331 371 428 411 570 

合計 1,122 1,168 1,286 1,294 1,422 

 

単位：人  

転出 平成 26年 平成 27年 平成 28年 平成 29年 平成 30年 

兵庫県内 697 795 789 732 704 

 神戸市 112 130 128 103 111 

姫路市 161 128 144 155 131 

加古川市 87 85 75 86 86 

小野市 39 68 65 96 43 

加東市 58 100 98 62 65 

西脇市 12 29 14 28 36 

福崎町 21 16 28 10 21 

その他 207 239 237 192 211 

大阪府 109 125 133 131 138 

東京圏 87 106 86 79 96 

その他 407 403 376 379 458 

合計 1,300 1,429 1,384 1,321 1,396 

資料：加西市住民基本台帳（各年度末時点、外国人含む） 
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（３）従業者数等の推移 
①従業者数（市内在住）・昼夜間人口比率の推移 
○市内在住の就業者数の推移をみると、平成７年をピークとして減少傾向となっています。 

また、昼夜間人口比率（夜間人口（常住人口）100人に対する昼間人口）の推移をみると、平

成７年以降増加傾向にあり、平成 22年以降は 100％を超える状況となっています。 

 

■従業者数及び昼夜間人口比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

②従業者数（市内在住）の推移と近隣市との比較 
○市内在住の従業者数の推移を近隣市と比較すると、平成２年から平成 12 年までは加西市が最

も多くなっていましたが、平成 17 年以降は小野市に次ぐ状況となっています。直近 20 年間

において、加西市は減少傾向で推移している一方、加東市及び小野市は横ばいから微減傾向で

推移しています。 

 

■従業者数（市内在住）の推移と近隣市との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

加西市 25,702 26,086 25,280 23,898 22,721 21,113

加東市 19,177 20,138 20,683 20,130 19,878 19,750

小野市 22,916 25,129 24,668 24,789 23,994 23,487

西脇市 24,058 24,138 22,884 21,616 20,499 20,179

25,702 26,086
25,280

23,898
22,721

21,113

15,000

20,000

25,000

30,000

（人）

19,325 18,532 17,520 15,622 14,537 13,185

6,377 7,554 7,760
8,276

7,750
7,714

25,702 26,086 25,280
23,898

22,721
21,113

96.5 96.0 96.8 98.5 101.8
105.4

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

0

10,000

20,000

30,000

40,000

平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

市内勤務従業者数 市外勤務従業者数 昼夜間人口比率

（人） （％）
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③従業者数（市内事業所）の推移及び近隣市との比較 
○市内事業所の従業者数（近隣市町在住者含む）の推移をみると、平成８年をピークとして微減

傾向で推移しています。 

○近隣市町と比較すると、平成８年までは加西市が最も多くなっていましたが、平成 26 年以降

より加東市、小野市に次ぐ状況となっています。 

 

■従業者数（市内事業所）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■従業者数（市内事業所）の推移と近隣市との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：経済センサス－基礎調査、経済センサス－活動調査 

 

  

21,982
23,166

21,178 21,264 21,470 21,145 20,453 20,279

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

平成3年 平成8年 平成13年 平成18年 平成21年 平成24年 平成26年 平成28年

（人）

平成3年 平成8年 平成13年 平成18年 平成21年 平成24年 平成26年 平成28年

加西市 21,982 23,166 21,178 21,264 21,470 21,145 20,453 20,279

加東市 19,950 22,625 22,010 23,181 21,323 21,435 20,913 21,582

小野市 18,219 19,105 22,947 24,425 21,909 21,134 20,842 22,932

西脇市 21,640 20,904 21,542 21,983 19,433 17,718 15,810 15,638

21,982

23,166

21,178 21,264

21,470 21,145

20,453 20,279

15,000

20,000

25,000

30,000

（人）
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（４）外国人人口の動向 
①外国人の総人口及び世帯数の推移 
○外国人の総人口の推移をみると、平成 25 年度より増加傾向が続いており、平成 30 年度時点

では 1,000人を超える状況となっています。 

○世帯数も総人口と同様に増加傾向で推移しており、特に平成 29 年から平成 30 年にかけては

約 200世帯と大幅に増加しています。 
 

■外国人の総人口及び世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：加西市ホームページ 町別各月末人口（各年度末時点） 

②外国人の転入出状況の推移 
○転入出の推移をみると、転出者数は増減を繰り返しながらほぼ横ばいで推移しているのに対し、

転入者数は平成 29年から平成 30年にかけて急激に増加しています。 

○転入出超過の状況についても、ほぼ毎年転入超過で推移していますが、平成 29年から平成 30

年にかけて大幅な転入超過となっています。 
 

■外国人の転入出状況の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：加西市住民基本台帳（各年度末時点） 

802
737 759 774

842

951

1,185

549
492 512 547

603
705

913

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

平成24年度平成25年度平成26年度平成27年度平成28年度平成29年度平成30年度

総人口 世帯数

（人、世帯）

223 245 260
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-194
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-184 -190

-274

29 22
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243

-300

-150

0

150

300

450

600

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

転入者数 転出者数 転入出超過

（人）
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２．将来人口の推計結果 
（１）社人研推計準拠での推計結果 
ア．推計パターン１（人口ビジョン策定の手引き準拠型） 

【推計における条件】 

「地方人口ビジョン策定のための手引き（令和元年６月版）」で示されている「シミュレーション

２」に基づく 

※シミュレーション１：社人研準拠推計において、合計特殊出生率が 2030（令和 12）年までに人口置換水準まで上昇す

ると仮定した場合の推計 

※シミュレーション２：社人研準拠推計において、合計特殊出生率が 2030（令和 12）年までに人口置換水準まで上昇し、 

かつ移動（純移動率）がゼロ（均衡）で推移すると過程した場合の推計 

 

■推計パターン１の推計結果（グラフ上ではシミュレーション２が該当） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国提供ワークシート（令和元年６月版） 

【影響度の判定】 

手引きに基づき、自然増減及び社会増減の影響について５段階評価で判定した結果は以下の通

りとなる。加西市の場合、自然増減の影響が大きくなっているため、転出超過の改善はもとより、

出生率改善に向けた取り組みが今後重要であると考えられる。 
 

分類 計算方法 影響度 

自然増減の 

影響 

A：シミュレーション１の 2045年推計人口＝33,239 

B：社人研推計の 2045年推計人口    ＝30,706 

A／B：33,239／30,706         ＝108.2％ 

３ 

社会増減の 

影響 

C：シミュレーション２の 2045年推計人口＝36,462 

D：シミュレーション１の 2045年推計人口＝33,239 

C／D：36,462／33,239         ＝109.7％ 

２ 

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

社人研推計準拠 44,313 42,396 40,291 38,106 35,774 33,266 30,706 28,228 25,808 23,447

シミュレーション１ 44,313 42,553 40,822 39,182 37,364 35,333 33,239 31,199 29,215 27,305

シミュレーション２ 44,313 42,899 41,592 40,455 39,171 37,757 36,462 35,244 34,099 33,080

23,447

27,305

44,313

33,080

20,000

30,000

40,000

50,000

（人）
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（２）独自推計結果 
イ．推計パターン２（2060 年人口：約 50,000 人） 

【推計における条件】 

○出生率の改善 ：社人研推計準拠のシミュレーション同様、合計特殊出生率が 2030年までに

人口置換水準まで上昇すると想定 

○移動率の改善 ：近年の転入増傾向を施策効果と想定し、純移動率を直近３年平均（2020 年

時点で設定）⇒直近３年最大値（2045 年時点で設定、それ以降は最大値で

固定）と漸増する値に変更 

○継続的な転入 ：加西インター産業団地をはじめ、市外人口の流入要因となる開発が今後継続

的に続くと仮定し、2020年から 2045年にかけて毎年平均 380人の転入を

想定 

 

■推計パターン２の推計結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【推計パターン２採用時の地域創生戦略の方向性】 

市外からの 

人口確保策の強化 

目標人口達成のためには、宅地開発や企業誘致など、急激な人口増が見

込まれる取り組みを進めていくことが必要となります。 

出生率向上に 

向けた施策の推進 

若い世代の結婚や出産、子育ての希望を叶える取り組みを通じて、出生

率の改善に取り組んでいく必要があります。 

定住促進による 

転出の抑制 

観光地域づくり・ブランディング等の推進や多文化共生の地域づくりな

ど、定住に向けた魅力ある地域づくりを進めていくことが重要となりま

す。 

  

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

推計パターン２ 44,313 42,888 43,715 45,011 46,450 48,013 49,946 49,993 50,011 50,063

44,313 45,011

49,946 50,063

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000（人）

 

 純移動率の改善期間 

2020～2045 

開発による人口増加期間  

2020～2045 
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★人口構造の分析 

〇15-64歳人口の継続的な流入によって高齢化が抑制されています。生産年齢人口の高齢人口移

行が市外からの流入人口によって相殺されているため、15-64歳人口の割合はほぼ横ばいとな

っています。 

〇2015 年時点では 60 歳代が最も人口の多い年齢層となっていましたが、本推計においては、

2040 年時点では 40 歳代が最も人口の多い年齢層となっています。2060 年には再び 60 歳代

が最も多くなっていますが、出生率の向上により若年層も多くなっています。 

 

■年齢３区分人口の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■人口ピラミッド 
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ウ．推計パターン３（2060 年人口：約 36,000 人） 
【推計における条件】 

○出生率の改善 ：社人研推計準拠のシミュレーション同様、合計特殊出生率が 2030年までに

人口置換水準まで上昇すると想定 

○移動率の改善 ：近年の転入増傾向を施策効果と想定し、純移動率を直近３年平均（2020 年

時点で設定）⇒直近３年最大値（2045 年時点で設定、それ以降は最大値で

固定）と漸増する値に変更 

○産業団地の影響：加西インター産業団地への企業立地によって就職を機とした転入増が発生す

ると想定し、2020～2030年において毎年平均 55人の転入を想定 

 

■推計パターン３の推計結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【推計パターン３採用時の地域創生戦略の方向性】 

サスティナブルシ

ティ実現に向けた

仕組づくり 

人口減少により自治体規模が小さくなるなか、まちの持続可能性のた

め、関係人口づくりや地域共生社会の実現など、住民の力による地域づ

くりや支えあいを進めていくことが求められます。 

出生率向上に 

向けた施策の推進 

若い世代の結婚や出産、子育ての希望を叶える取り組みを通じて、出生

率の改善に取り組んでいく必要があります。 

定住促進による 

転出の抑制 

観光地域づくり・ブランディング等の推進や多文化共生の地域づくりな

ど、定住に向けた魅力ある地域づくりを進めていくことが重要となりま

す。 

 

  

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

推計パターン３ 44,313 42,888 41,973 41,224 40,193 39,103 38,213 37,400 36,667 36,065

44,313

41,224

38,213

36,065

20,000

30,000

40,000

50,000（人）

 

 

純移動率の改善期間 

2020～2045 

産業団地開発の影響期間  

2020～2030 
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★人口構造の分析 

〇出生率の改善により、0-14 歳人口は増加傾向に転じています。15-64 歳人口は 2040 年ごろ

までは減少傾向で推移しているものの、2040年以降は 0-14歳が 15-64歳に移行することに

よって増加傾向に転じています。 

〇2015年及び 2040年時点では 60歳代が最も人口の多い年齢層となっていましたが、本推計に

おいては、2060年には 20～30歳代と 60歳代の人口規模が同程度となっています。 

 

■年齢３区分人口の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■人口ピラミッド 
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（３）推計結果の分析 
①パターン別の概要 
 パターン１ 

（社人研ベース） 

パターン２ 

（市独自①） 

パターン 

（市独自②） 

基準年 2015年 

推計年 2015～2060年 

概要 

平成 22（2010）年から平成

27（2015）年の人口の動向

を勘案し将来の人口を推

計。国が示すシミュレーシ

ョンに従って合計特殊出生

率と純移動率を設定。 

パターン１の推計条件よ

り、加西市の直近の実績に

基づいた純移動率を採用。

加えて、将来的に人口５万

人への回復を目指すために

必要な社会移動の条件を設

定して推計。 

パターン１の推計条件よ

り、加西市の直近の実績に

基づいた純移動率を採用。

加えて、今後想定されてい

る加西インター産業団地開

発の影響を社会移動として

仮定したうえで推計。 

出生に関する

仮定 

合計特殊出生率が 2030 年

までに 2.1 まで上昇し、そ

れ以降は 2.1 として一定の

値で推移すると仮定。 

パターン１と同じ条件 パターン１と同じ条件 

死亡に関する

仮定 

社人研が公表した将来人口

推計（2018年版）において

仮定値として設定された生

残率を採用。 

パターン１と同じ条件 パターン１と同じ条件 

移動に関する

仮定 

平成 22（2010）年から平成

27（2015）年の人口の動向

を踏まえて算出された純移

動率が、2020年より、転入

と転出の均衡により純移動

率ゼロとなると仮定。 

平成 27 年の兵庫県におけ

る生残率と 2015 年～2018

年における加西市住民基本

台帳人口（各年９月末時点）

に基づいて算出された直近

３年間の純移動率のうち、

2020 年時点では直近３年

の平均値を採用し、それ以

降は 2045 年に最大値とな

るよう、各年で漸増した値

を採用。 

パターン２と同じ条件 

その他 

 継続的な宅地開発など、市

外からの大幅な流入につな

がる施策を実施することを

想定し、毎年平均 380人程

度の転入を仮定して推計。 

2020 年より開始される加

西インター産業団地におけ

る企業立地により、就労を

目的とした流入があること

を想定し、 2021 年から

2030 年までに毎年平均 55

人程度の転入を仮定して推

計。 
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②総人口推計のパターン別比較 
○総人口については、2060年時点でパターン１が 33,080人、パターン２が 50,063人、パタ

ーン３が 36,065人となっています。 

○出生率の改善、純移動率の改善に加え、開発等による継続的な社会増の確保を想定したパタ

ーン２では、2020 年から 2045 年にかけて増加傾向が続き、それ以降はほぼ横ばいとなる

見込みとなっています。 

○出生率が一定水準まで回復し、純移動率も改善するとともに、今後想定される加西インター

産業団地の開発による影響を加味したパターン３では、パターン１同様減少傾向が継続する

ものの、その進行は緩やかになっています。 

 

■各パターン推計の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■推計結果ごとの人口増減 

 

単位：人 

区分 総人口 
0-14歳 

人口 

15-64歳 

人口 

65歳以上 

人口 

75歳以上 

人口 

2015年 現状値 44,313 5,125 25,671 13,517 6,770 

2030年 

パターン１ 40,455 5,129 21,162 14,165 8,858 

パターン２ 45,011 6,158 24,504 14,349 8,948 

パターン３ 41,224 5,356 21,561 14,307 8,948 

2045年 

パターン１ 36,462 5,427 18,229 12,807 7,992 

パターン２ 49,946 8,430 27,715 13,801 8,348 

パターン３ 38,213 5,811 19,251 13,151 8,217 

2060年 

パターン１ 33,080 5,076 17,667 10,337 6,894 

パターン２ 50,063 8,171 28,298 13,594 8,155 

パターン３ 36,065 5,691 19,467 10,907 7,264 

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

推計パターン１ 44,313 42,899 41,592 40,455 39,171 37,757 36,462 35,244 34,099 33,080

推計パターン２ 44,313 42,888 43,715 45,011 46,450 48,013 49,946 49,993 50,011 50,063

推計パターン３ 44,313 42,888 41,973 41,224 40,193 39,103 38,213 37,400 36,667 36,065
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③人口減少段階の分析 
○人口減少段階は、一般的に「第１段階：老年（65歳以上）人口増加+生産年齢（15～64歳）・

年少（0～14歳）人口減少」「第２段階：老年人口維持・微減+生産年齢・年少人口減少」「第

３段階：老年人口減少+生産年齢・年少人口減少」の３つの段階に進行するとされています。 

○パターン１では、2020年までは「第１段階」で推移していますが、2021年から 2040年ま

では年少人口は増加傾向となることが予想されています。それ以降はすべての年齢層が緩や

かな減少傾向で推移する予測です。 

○パターン２では、2020年までは「第１段階」で推移していますが、2021年よりすべての年

齢層が増加傾向に転じています。その後、老年人口は 2025年、年少人口は 2050年より減

少傾向に転じる予測です。 

○パターン３では、2020年までは「第１段階」で推移していますが、2021年から 2040年ま

では年少人口は増加傾向となることが予想されています。それ以降はすべての年齢層が緩や

かな減少傾向で推移していますが、生産年齢人口は 2060 年に増加傾向に転じる予測です。 

 

■人口の減少段階（パターン１） 
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■人口の減少段階（パターン２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■人口の減少段階（パターン３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

108 113

154
159

101

110

104

101

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

総数 0-14歳 15-64歳 65歳以上

（2015年比指数）

88

81

114 111

76 76

102

81

0

20

40

60

80

100

120

140

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

総数 0-14歳 15-64歳 65歳以上

（2015年比指数）



27 

 

３ 人口動向・将来人口推計の分析結果のまとめ 
 

本市における人口減少の主な要因としては、①出生数の低下、②若い世代の市外流出の２点が

挙げられます。 

 

①出生数の低下 
全国的に晩婚化が進む中で、加西市においても有配偶率が年々減少傾向にあり、近隣市と比

較しても 20～30 歳代女性の有配偶率が低い状況にあります。また、近年は 20 歳代後半～30

歳代前半の女性の市外流出も進行していることから、合計特殊出生率算出の母数でもある 15

～49歳女性人口の減少と 15～49歳女性の有配偶率の低下が組み合わさることにより、急激な

出生数及び合計特殊出生率の低下を引き起こしているものと考えられます。 

出生率の改善に向けて、子どもを産み、育てやすい環境づくりを進める必要があります。子

育て世帯への各種支援だけでなく、男女共同参画や働き方改革、地域における支えあいの仕組

みづくりなど、ライフスタイルの変化に応じて、自分らしく暮らすことのできる環境づくりを

サポートすることが必要です。 

 

 

②若い世代の市外流出 
一般的なライフステージの在り方として、15～24 歳の年齢層は進学や就職を機に都市部へ

と移動する傾向がみられます。加西市においても 20 歳代を中心とした転出が顕著になってい

ますが、近年は、大学等進学率の上昇を背景として女性の市外流出も進行しており、上記の出

生率の低下と併せて、人口減少進行の大きな要因となっています。 

市外流出を抑制するためには、住み続けられる環境づくりと UJI ターンの促進の二点の方

策が求められます。住み続けられる環境づくりについては、通勤通学支援や地元での雇用創出

など、市外へ出なくても問題なく生活できるための取り組みを進めていくことが必要です。ま

た、UJIターンの促進についても、加西市で完結できる生活環境を整えることに加えて、まち

のブランディングなど、シティプロモーションの強化によって「住むことがステータス」とな

るような取り組みを進めることが必要となります。 

 



次期加西市地域創生戦略策定に係る 

人口動向分析及び将来人口の推計について 【用語解説】 

 

項目 解説 

合計特殊出生率 一人の女性が 15歳から 49 歳までの間に産む子供の数の平均のこと。 

高齢化率 

ある地域の総人口に対して、高齢者が占める割合のこと。一般的には 65

歳以上を高齢者と定義し、総人口に占める 65歳以上人口の割合を高齢化

率として示すことが多い。 

国勢調査 

国が５年おきに実施する、日本に居住している全ての人および世帯を対

象とした統計調査。国内の人口や世帯構成、産業構造などについての調査

が行われる。 

国立社会保障・ 

人口問題研究所 

（社人研） 

厚生労働省によって設置された研究機関。人口の動向や社会保障に関連

する研究を通じて、国民の福祉向上に寄与することを目的としている。国

勢調査の結果をもとに、国・都道府県、市区町村の将来人口の推計結果を

定期的に公開している。 

自然動態（自然増減） 出生と死亡による人口の変化のこと。 

社会動態（社会増減） 転入と転出による人口の変化のこと。 

住民基本台帳人口 

市区町村が把握している住民基本台帳をもとに算出される、まちの人口

のこと。 

国勢調査による人口データとの違いは、①住民基本台帳は１歳ごとに人

口を把握できるが、国勢調査は５歳ごとである、②住民基本台帳は毎月の

人口を把握できるが、国勢調査は５年おきの人口である、③住民基本台帳

人口は、住民基本台帳に登録されている人が対象だが、国勢調査は調査時

点でその場所に住んでいた人が対象となることが挙げられる。 

昼夜間人口比率 

日中と夜間での人口の比率のこと。日中の人口／総人口（夜間人口と同

一）で算出される。 

一般的に、学校や会社など、日中に活動する場所が多い（＝日中の人口が

多い）地域ほど昼夜間人口比率が高くなり、ベッドタウンのように、日中

は他地域に移動する人が多い地域ほど昼夜間人口比率が低くなる。 

純移動数 

一定の期間における、ある年齢層の転入と転出の差のこと。 

例えば、A 市の 20 歳男性の 2018 年度の転入数が 400、転出数が 450 だ

った場合、純移動数は-50 となる。 

純移動率（移動率） 

純移動数より、ある年齢層のうちの何％が実際に移動したかを示す割合

のこと。 

生残率 

ある年齢層が、●年後に生き残っている割合のこと。 

例えば、B 市の 2018 年時点の 40 歳男性人口が 1,000 人、１年後の生残

率が 99.8％だった場合、2019 年には 998 人（99.8％が生き残り、0.2％

が死亡）になっていると考えられる。 

有配偶率 調査時点で配偶者のいる人の、人口に占める割合のこと。 
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次期加西市地域創生戦略の基本方向（骨子素案） 

１ 基本的な考え方 
「住み続けたいまち、住みたいまち」を目指し、多彩な人材と地域の資源を生かして課題解決

や魅力創出・発信する「協創のまちづくり」を進め、IoT・AI 等の情報通信技術を活用のうえ、

まちづくりの新しいステージへの展開により、若者・女性の還流や出生率の向上を図るとともに

市民の心豊かな生活が将来にわたって持続する都市（サスティナブル・シティ）を実現する。 

なお、現行の「子育てにほどよい「便利な田舎」かさい」に代わるキャッチコピーを今後検討。 

 

２ 加西市の現状及び課題 
（１）人口減少の継続 
○ピーク時（S61）53,056 人から減少傾向が続き、令和元年９月末時点で 44,176 人 

 

（２）外国人の増加 
○平成 30年度は 25年ぶりに社会増（37人）となったが、外国人は増加傾向にあり 1,185 人 

 

（３）出生率の低迷と女性の流出 
○平成 30年度の合計特殊出生率は 1.28 に留まり、近年は 20～30歳代の女性の転出が目立つ 

 

（４）高齢化の進行 
○令和元年９月末時点で高齢化率 32.7％で、特に後期高齢者となる男性の将来的な増加を予測 

 

（５）従業者数の推移 
○市内在住従業者数は減少傾向で、人材不足のため昼夜間人口比率は上昇傾向（H27：105.3） 

 

３ 人口の将来推計 
＜２０６０年人口の推計＞ 

社人研準拠推計（約 2.3 万人） 

パターン１ 社人研準拠で 2030 年までに出生率が置換水準改善、移動均衡の推計（約 3.3 万人） 

パターン２ 前回戦略推計を踏襲し、外国人転入なども最大見込んだ独自推計（約 5.0 万人） 

パターン３ 前回戦略推計を見直し、産業団地整備の転入を見込んだ独自推計（約 3.6 万人） 

 

（説明） 

これまで、転出抑制や出生率向上に向けた取り組みに注力してきた結果、社会増減については

転出入の均衡水準となったが、自然減を補えるにはまだまだ差がある。また、出生率については

国県の率からさらに下回った水準で低迷しているきわめて厳しい状況にある。 

人口対策への取り組みは重要であり継続するが、もはや人口のゆるやかな減少は避けられず、

その中で豊かで健やかなサスティナブル社会の実現に向けた対応が求められている。 

資料６ 
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４ 基本方針 
（１）人口ビジョンの考え方 
加西インター周辺産業団地を活用した雇用創出や地域の魅力創出・発信の強化、外国人を含む

多様な人材を活用した地域活性化を図ることにより、若年層の流出抑制及びUJI ターン等の還流

促進による社会増の実現に加え、出生率の上昇による自然増を回復させることで、2060 年にお

ける人口の目標は、現在の約 2割減を想定した３万６千人を目指す。 

 

（２）基本戦略（案） 
 ※現 6目標から社会増、自然増に寄与する各々2つの基本目標に分かりやすく再編整理を検討 

基本目標 1 若者・女性の仕事を生み出し、活力ある社会をつくる【生産性向上】 

ワークライフバランス、雇用創出、商工業、農業、 

基本目標 2 新しいひとの動きを生み出し、つながり交流するまちをつくる【住みよさ創出】 

関係人口創出、シティプロモーション、観光、多文化共生 

基本目標 3 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる【少子化に歯止め】 

結婚、出産、子育て、教育 

基本目標 4 誰もが安心して暮らせる、共生する地域をつくる【長寿化の対応】 

健康・福祉、防災・防犯、公共交通、コミュニティ、広域連携 

 

（３）成果指標（基本目標）や評価指標（アクションプランの事業）の設定 
○基本目標や事業に対応した成果（アウトカム）重視の数値目標 

○総合計画との整合を図り、計画に位置づけられた事業として PDCAを推進 

 

（４）実現に向けた総合的推進 
①国の総合戦略の政策５原則に基づく展開 

②評価指標（KPI）と検証による定期的な見直し 

③推進体制 加西市まち・ひと・しごと創生推進本部、市民・企業等との協力・連携 

④国県の地方創生の交付金等の支援制度の活用 

 

５ 施策の方向（アクションプラン）（代表的な例示） 
 

基本目標１ 基本目標２ 基本目標３ 基本目標４ 

・就労支援 

・若者・女性の希望に

合う仕事・雇用創出 

・産業の活性化 

・起業・承継の支援 

 

・関係人口、還流人口 

・地域の魅力発信 

・観光振興 

・外国人材活用 

・結婚支援 

・出産支援 

・子育て支援 

・教育環境の充実 

・子育て世代が働きや

すい環境づくり 

・健幸づくり 

・支えあう地域づくり 

・安全安心まちづくり 

・地域交通の確保 

・参画と協働 

・広域的な連携・協力 

 


